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○臨床研究中核病院等と同⽔準の医療機関
（平成28年3⽉10⽇先進医療会議で承認）

○国家戦略特区を活⽤した先進医療の保険外併⽤療養の特例の活⽤
保険外併⽤療養の希望がある場合に、得意分野であるダ・ヴィンチ⼿術

による先進医療などを迅速に提供できるようにします。
(例)ロボット⽀援腹腔鏡下腎盂形成術（泌尿器科）

⼿術⽀援ロボット｢ダ･ヴィンチ｣

愛知県の国家戦略特区において直ちに実施していく事業

 保険外併用療養に関する特例 今回認定申請

名古屋市立大学病院（名古屋市）
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近未来技術の実証（無人飛行ロボット実証プロジェクト）

 特定実験試験局制度の特例 今回認定申請

＜実施団体・内容＞

① キャリオ技研(株)
無人飛行ロボットによる有害鳥獣の駆除実験

② (株)プロドローン

無人飛行ロボットによる映像伝送実験等

③ 飛行体空間協議会

無人飛行ロボットの遠隔操縦実験等

無人飛行ロボットの安全性向上や高性能化を目指し、最適な電波を使用した
実証実験を円滑に実施することにより、無人飛行ロボットの新たなビジネスモ
デルの創出を促進する。

⽮作川浄化センター

愛・地球博
記念公園

森林公園ゴルフ場

名古屋港
南5区

段⼾⼭牧場

藤岡
ヘリポート

名古屋港南5区での実験

今回の特例 通常

無人飛行ロボット
の実験で使用でき

る電波

・Wi‐Fi等の周波数帯も可

・周囲に影響がない範囲
で電波出力1W以上も可

・Wi‐Fi等の周波数帯
は不可
・1W以上は不可

電波実験に必要な
免許取得に要する

期間

原則即日
（周波数等の公示に
かかる期間を除く）

6ヶ月程度

備考
地方公共団体等の責任
のもと、混信を防ぐための

措置が必要。
－
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有害鳥獣対策 将来の展望例

わなのICT化
害鳥の誘引
（追いたて）

生態調査
山岳要救助
自動受信

土砂災害
センサ

通信内容
捕獲情報の要求
捕獲有無の返答

機体情報の送受信
リアルタイム映像の転送

位置情報の要求
位置有無の返答

位置情報の自動受信
位置情報の要求
位置有無の返答

略図

無人飛行ロボットとの連携による害獣駆除システム・その他将来の展望例

キャリオ技研株式会社
2016.03.24
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愛知有料道路コンセッションの概要 （平成27年9月9日：区域計画認定） 日本初！

名古屋瀬戸道路
（２.３ｋｍ）

猿投グリーンロード
（１３.１ｋｍ）

衣浦豊田道路
（４.３ｋｍ）

衣浦トンネル
（１.７ｋｍ）

南知多道路
（１９.６ｋｍ）

知多横断道路
（８.５ｋｍ）

知多半島道路
（２０.９ｋｍ）

中部国際空港連絡道路
（２.１ｋｍ）

＜対象８路線＞

民間事業者

利用者・地域

道路管理者
（公社）

・新たな事業機会の創出
・経験を活かした将来的な道路
インフラ運営事業の展開

道路運営サービスの
提供・享受

道路施設の提供

・公共施設等運営権に係
る契約

・適切な業務分担と道路
運営に関する各種協力

・ICやPAの新設による利便性
の向上

・沿線開発等による地域経済
の活性化

・民間事業者の創意工夫が
発揮された、より低廉で良
質なサービスを享受

・確実な償還の実施
・効率的な管理運営(技
術面･費用面)

＜愛知有料道路コンセッションが目指す三方一両得＞

＜事業期間＞

平成28年10月頃 事業開始

～平成58年3月末（約30年間）

＜運営権対価＞ ※対象８路線合計

1219.77億円以上（うち一時金150億円以上）

県の事業に活用

愛知県が提案する、今後検討すべき規制改革事項

有料道路管理の民間開放（有料道路コンセッション）

 有料道路コンセッションに係る運営権対価一時金の活用 新規提案

○ 県道路公社が管理する有料道路８路線について、特区制度を活用し、
民間事業者による運営を可能とする有料道路コンセッションを推進
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○ 我が国は⼈⼝減少により将来的な労働⼒不⾜が懸念されている。
⇒産業の国際競争⼒を強化するため、真に必要な分野について外国からの“産業⼈材”

の受け⼊れを検討する必要がある。

現状と課題

「⽇本再興戦略」改訂2015（Ｈ27.6.30閣議決定）《抜粋》
・優秀な外国⼈材の獲得競争が世界的に激化している中、我が国経済の更なる活性化を図り、
競争⼒を⾼めていくためには、海外の優秀な⼈材の我が国への呼び込みが不可⽋。

・経済・社会基盤の持続可能性を確保していくため、真に必要な分野に着⽬しつつ、
中⻑期的な外国⼈材受⼊れの在り⽅について、総合的かつ具体的な検討を進める。

第５次出⼊国管理基本計画基本⽅針（H27.9 法務省）《抜粋》
・少⼦⾼齢化の進展を踏まえた外国⼈の受け⼊れについて、幅広い視点から政府全体で
検討していく。

資格・能⼒を有する外国⼈の新たな在留資格による受け⼊れ
⇒我が国の労働者として雇⽤されることを希望する者に対し、

新たな在留資格「産業⼈材」を認め、我が国での就労・居住を許可する。
（受け⼊れ分野、⼈数については国内労働者の雇⽤等に⼗分配慮した上で決定。）

愛知県提案

外国人の受け入れに関する動向

 国家戦略特区における産業人材の受け入れ 継続提案
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【愛知県提案】資格・能力を有する外国人の新たな在留資格による受け入れのイメージ

帰国
技能実習制度

母国の産業振興に貢献
（技能実習制度の趣旨）

既存の「技能実習制度」
の枠組み

資格・能力を
有する外国人

【対象となる外国⼈の要件及び受け⼊れ範囲】

・我が国において労働⼒不⾜が予想される
分野に関する資格・技能を有する者。

・技能検定3級合格やそれに類するレベル
の資格・技能を有する者。

・⾼い⽇本語能⼒（⽇本語能⼒試験N1程
度）を有する者（在留期間中に取得⾒込
のある者を含む）。

・技能実習修了者については、帰国後1年
以上経過している者。

※

※ 国家戦略特別区域会議の下に設置する「第三者監理協議会」で
受け⼊れ分野及び受け⼊れ⼈数を検討し指定。

我が国での就労
を希望する者

在留資格：産業⼈材
在留期間：最⻑５年
・在留資格の更新を認める
・配偶者等の帯同可

我が国の労働者として
就労・居住

愛知県が提案する受け入れ体制

○関係⾃治体等で組織する「第三者監理協議会」を設置し、本県提案に係る外国⼈の受け⼊れを監理。
○愛知県が独⾃に「外国⼈労働者⽣活⽀援機構（仮称）」を設置し、受け⼊れ外国⼈に対する⽀援を実施。

国家戦略特区外国人雇用監理及び生活支援体制（案）

（国外）

（国内）

人材送出し機関

監理団体
（事業協同組合等）

外国人

雇用された外国人

外国人受け入れ企業

雇⽤契約

申込み

業務提携

指導・監査等

⼊国・就業
関係自治体 内閣府地方創生推進室

地方入国管理局 都道府県労働局

地方経済産業局 その他必要な者
（ＪＩＴＣＯ等）

第三者監理協議会

選定・監査

外国人労働者生活支援機構
（愛知県が独自に設置）

特区に受け⼊れた外国⼈等
（帯同家族を含む）を対象に以下
を始めとする⽣活⽀援を実施。
○早期適応研修(集中的な研修)
○研修後の⽣活⽀援
・⽇本語教育の充実
・医療、福祉の充実
・相談体制の充実 など

⽀援

連携

労働⼒不⾜が予想される分野
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・道路交通法７０条（安全運転の義務）関連

⇒実証実験において、運転者が乗車していない状態での走行を可とすること

・国際法（ジュネーブ条約）関連

⇒将来的な自動走行車両の実用化に向けて運転者の乗車に関する義務規定

について関係諸法の改定・整備を国レベルで検討すること

 近未来技術の実証（自動走行実証プロジェクト） 継続提案

【
提
案
】

◆ 自動走行実証推進事業費 ＜平成28年度新規事業＞

・ 高精度３Ｄマップの作成及び自律制御による走行実証の支援

・一般県民を対象とした無人タクシーを疑似体験するモニター調査の実施

市町村の協⼒ ⾼精度3D地図の作成 ⾃動⾛⾏実証実
験・モニター調査

路線の決定
モニターの募集 事後アンケート

【参考】愛知県における取組
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【参考】愛知県における取組

◆ リハビリ遠隔医療・ロボット実証推進事業 ＜平成28年度新規事業＞
・ 本取組を加速させるために、県内企業が取り組んでいる「リハビリ遠隔医療支援

システム」や「リハビリ支援ロボット」について、県内医療機関での実証を支援

○薬機法関連（治験の取扱い）

⇒臨床研究データを治験データとして活用できるよう薬機法の改正が必要

・リハビリ支援ロボットの臨床研究データを、薬機法に基づく治験データとして活用
できるようにすること

 近未来技術の実証（リハビリ遠隔医療・ロボット実証プロジェクト） 継続提案

約500m

バランス訓練ロボット

歩⾏訓練ロボット

藤⽥保健衛⽣⼤学病院 UR都市機構豊明団地

リハビリ遠隔医療⽀援システム リハビリ⽀援ロボット

８


